













Perspective on community policy for disaster-stricken
region facing population decrease 




　　In the rural community facing population decrease, how we can make the community sustainable.  
In this paper, I’m going to share the result of the pilot program in which I paid attention to the role of 
“revitalization support coordinator”, allocated long-term residential staffs and considered the method of 
community revitalization with them.
　　As the result, I learnt three political designs for host local government as follows; 
1)  To have clear vision for community revitalization and backup system for coordinators
2)  To have flexibility on the size and scale of the community
3)  To incorporate the coordinators in medium and long- term community policy
　　And also I got following concrete recommendations; 
1)  Not to leave everything on the community supporter
2)  To manage effectively by organizing team
3)  To encourage the residents to have their ownership for community revitalization and to have 
mindset to help the coordinators





ついて検討した結果を報告する。人的支援による地域再生の視点については、2011 年 6 月にまとめられた東
日本大震災復興構想会議の提言でも「復興を支える人的支援、人材の確保」として言及され、地域支援人材
には積極的な役割が期待されていることがうかがえる。













































































































































































的には、2007 年 3 月（災害から 1 年 7 ヵ月後）、
ようやくニューオーリンズ市全体をカバーする
「ニューオーリンズ市復興戦略計画」（Citywide 



























































































































年度 272 名が従事しており、2012 年度には、毎
年 3000 名規模を目指すとされている（久永・佐々

























































の基礎データは、人口 1,549 人、世帯数 725 人、
高齢化率 43.6％、集落数 27、林野率 86.3％（浜


























　集落支援活動では、月に 1 ～ 2 度の集落の会合




















































































































































































































し、2008 年度あるいは 2009 年度に専任の集落
支援員を採用した実績があるものの、2010 年度
に 0 人役となっている上記 12 自治体を対象に、













1 → 2009 年度 0）では、2008 年度に、地域外か
ら 20 代後半の人材を採用した後、2009 年度から
は「田舎で働き隊！」（農林水産省）に事業変更し、







　岩手県田野畑村（2008 年度：3 → 2009 年度：













　三重県南伊勢町（2008 年度：0 → 2009 年度：












































































































































































































































































































　本論は、2009 年 4 月より 2010 年 7 月まで在籍し
た島根県中山間地域研究センターならびに、2010 年











のヒアリングによる（2011 年 4 月 11 日）。
2） この点については、『地域開発』（2010 年 9 月号、
日本地域開発センター発行）において、大西隆に
よる特集「人材派遣は地域振興をもたらすか」も




































































































2012 年 5 月 7 日最終アクセス）で、アーカイブ
を閲覧することが出来る。


















『総合政策論叢』，第 21 号，121-149 頁．
浜 田 市 ホ ー ム ペ ー ジ，http://www.city.hamada.




































支援員設置支援」，2009 年 2 月 25 日収集資料 .
大西隆，2010，「地域への人材還流論――人材派遣制






総務省，2008，「集落支援員 平成 20 年度の取り組
み 状 況 等 」，http://www.soumu.go.jp/main_
content/000019076.pdf（2012 年 1 月 31 日 最
終アクセス）．
―――，2009，「集落支援員 平成 21 年度の取り組
み 状 況 等 」，http://www.soumu.go.jp/main_
content/000059889.pdf（2012 年 1 月 31 日 最
終アクセス）．
―――，2010，「集落支援員 平成 22 年度の取り組
み 状 況 等 」，http://www.soumu.go.jp/main_





















13_藤本穣彦_vol3.indd   149 13/03/11   16:15
Hosei University Repository
